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研究成果の概要（和文）： 
本研究はモンゴル高原における土地制度と移動牧畜の実践の関係性を解明するため現地調

査に基づく比較研究を実施し、以下の 2 点が明らかになった。 
1. モンゴル国南部においては、従来事例報告が多かったモンゴル国中部とは異なった土地占

有の在り方および牧畜モデルが存在すること。 
2. 内モンゴル中西部においては、研究当初に想定していた以上に多様な要素が現地の牧畜モ

デルに影響しており、結果として内モンゴルにおける牧畜実践の現状の多様性に関する知
見を広げることが可能となった。 

 
研究成果の概要（英文）： 
  This research carried out a comparative study based on field researches to clarify the 
relationship between land use and practice of mobile pastoralism in Mongolian 
Plateau. 
  As a result, followings were made clear. 
1. In southern part of Mongolia, there exist a unique practice of land possession and a 

model of pastoralism, which are different from those of middle part of Mongolia, 
where some preceding studies were carried out. 

2. In mid-western part of Inner Mongolia, various elements, some of which were not 
supposed at the begging of the research, affected on local pastoralism. As a result, 
we could widen our view on the current diverseness of practice of pastoralism in 
Inner Mongolia. 
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１．研究開始当初の背景 
近年、モンゴル国における土地の私有化、

とりわけ現在まで私有の認められていない
放牧地を私有化する議論が高まるにつれ、モ
ンゴルにおける土地利用に対する学術的関
心が分野を問わず高まっている（例：
JIRCAS・国連大学共催ワークショップ「社
会･環境条件の変動下におけるモンゴル国の
牧畜業の現状と発展方向」、2008 年 3 月）。 
しかし、そこでなされる議論の多くはモン

ゴル高原地域（地図参照）の地域的多様性を
捨象した、とりわけ制度と現実を同一視する
論調が支配的である。たとえば、放牧地の私
有化が制度的に完了した中国内モンゴル自
治区は季節移動の消滅に伴う環境悪化の典
型地域としてのみ表象され、一方でモンゴル
国の牧畜業を変革するためには制度変革が
不可欠である、という議論が存在する（上記
ワークショップ）。 

他方、近年文化人類学の描くモンゴル牧畜
民像には優れた現状描写が存在し、土地にか
かわる制度面にも触れられている（例：風戸
真里「モンゴル国における土地私有化政策と
ローカルな実践」2008 年、小長谷有紀「中
国内蒙古自治区におけるモンゴル族の牧畜
経営の多様化：牧地配分後の経営戦略」2001 
年）。 

だが上記のような従来の研究は、1)実践に
関わるローカルな論理と比べ、制度がある程
度まで有しているはずの現実に対する規定
力に関する言及が少ないため両者の関係性
が明確でない、2)調査地がモンゴル国中部や
中国内モンゴル自治区東部などに偏在して
おり、データの地域性を解釈しモンゴル高原
全体を議論するには不十分である、という限
界を抱えている。 

またこのような、制度面との非接合性や面
的な解釈の困難さは、文化人類学的成果に対
する他分野からの言及の低さの一因である
とも考えられる。なお、この点については、
海外の研究動向についても同様である（例：
Caroline Humphrey and David Sneath, 
The end of nomadism? : society, state, and 
the environment in Inner Asia 1999）。 

 
２．研究の目的 
 本研究では上述のような現状にかんがみ、
従来フィールドとして選択されることが稀
であったモンゴル国南部、および国境をはさ
んで隣接する内モンゴル自治区中西部を主
たる対象とし、加えて申請者らが従来フィー
ルドとして研究を手がけている地域を比較
対象として現地調査に基づく実証的な研究
を行うことを目的とする。 
 より具体的には、モンゴル高原における土
地制度と移動牧畜の実践の関係性を解明す
るため、次の 3 点に着目する。 

（１） 土地制度の実効性：国家レベルの規
定と地方行政レベルの実践を対照する。 
（２） 住民と土地制度：土地の権利書など
の取得状況・土地に関する認識を明らかにす
る。 
（３） 土地利用の実態：季節移動、水資源・
草資源の確保、固定施設の利用状況について、
年較差も含めて明らかにする。 
 研究期間内（3 年）のうちに、鉱山開発な
いしは人口増加で現実に牧地の狭小化が進
んでいる複数のエリアを対象として、現地調
査および既存の調査データを収集・分析する。
それにより、モンゴル高原における土地をめ
ぐる制度の規定力および地域偏差の実態に
関して基本的な見通しを得ることを目指す。 
 
３．研究の方法 
 モンゴル高原における土地制度と移動牧
畜の実践の関係性を検討するため、1) 鉱山
開発にともなう土地の狭小化が認識されて
いるゴビ地域に新規の調査地域を設定して
現地調査を行うとともに、2) 都市周辺の人
口増加に起因して土地の狭小化が認識され
ている既存の調査地域のデータと比較作業
を行う。 
2010 年度においては、研究代表者の尾崎は

研究統括および事例調査地域（以下「調査地
域」）と既存調査地域（以下「既存地域」）と
の比較を行う。研究分担者の上村はモンゴル
国における土地制度の研究および同国南部
の事例調査、中村は中国側の事例調査を実施
する。 
 2011 年度においては、各調査テーマにおけ
る研究項目については 2010 年度と同様であ
る。ただし作業配分としては、土地利用の実
態に関する個別調査データ収集により重き
が置かれ、現地調査では牧畜民を対象とする
戸別調査を主として行う。その他のテーマ・
研究項目についいては追加調査的な位置づ
けとなる。 
 2012 年度においては、年度の早い時期に、
中間発表として内モンゴルでのワークショ
ップを開催する。そして、その成果および新
規の調査成果も含めて年度後半に国内で成
果発表会を開催するとともに、最終成果報告
を刊行する。 
 
４．研究成果 
 
1)モンゴル国南部における実証的研究 
モンゴル国ドンドゴビ県を中心としたエ

リアで現地調査を実施した。当該地域におい
ては国家側からの積極的な制度制定はなさ
れていないものの、都市周辺や鉱山などにお
いて、地方政府主導で実質的な土地占有がな
される事例が見られた。ただしその形態は、
従来事例報告が多かったモンゴル国中部と



は必ずしも同一ではないことが明らかにな
った。 

またその結果としての土地利用の実態に
ついても、特に乾燥度が強く、平年において
も相対的に移動性の高い牧畜を実践する必
要があるという環境要因が強く働き、モンゴ
ル国中部とは様相の異なる牧畜モデルが提
出できた。 

そして、こうした複数の牧畜モデルが面的
に、どのように分布しているのかを明らかに
することが今後の課題であることが明確と
なった。 

 
2)内モンゴル中西部における実証的研究 

内モンゴル自治区四子王旗を中心とした
エリアで現地調査を実施した。当該地域にお
いては、土地制度への影響を当初想定してい
た要素のうち都市化は顕著であったが、環境
政策や鉱山開発の影響は比較的小さく、逆に
それ以外の要素として観光開発や研究施設、
軍隊などの土地利用が相対的に大きな影響
を及ぼしていることが明らかとなった。 

その結果として、土地制度と牧畜実践との
関係性も、従来報告されている他地域のそれ
とは異なった様相として描き出されること
となり、内モンゴルにおける牧畜実践の現状
の多様性に関する知見を広げることが可能
となった。 

また本研究の成果として、内モンゴルにお
ける牧畜モデルは比較的多様性が少ない可
能性が示唆されたが、その実証は今後の課題
である。 

 
3) 内モンゴル自治区でのワークショップ 

2012 年 6 月 30 日にフフホト市で内蒙古大
学経済管理学院・内蒙古大学蒙古学研究セン
ター・鹿児島大学主催の国際シンポジウム
「牧畜地域における制度と実践」を開催し、
本科研の研究成果を発表するとともに、シン
ポジウムの趣旨に賛同した内モンゴルの研
究者 10 名が研究発表を行い、総合討論を実
施した。 

そこでは内モンゴル特有の状況として、地
方政府が実施する学校の統廃合など、必ずし
も土地政策や牧畜政策とは直接的に関係し
ない政策が住民の移動を大きく規定するフ
ァクターとして機能していることが確認さ
れ、こうした新しい観点も含めてさらに多地
域の比較研究を進めていくことの必要性が
指摘された。 

 
4)国内での成果発表会および成果報告 

2013 年 4 月 14 日に奈良女子大学で日本沙
漠学会沙漠誌分科会研究会「モンゴルにおけ
る災害と人間活動の変容」を実施し、本研究
課題の参加者（研究協力者を含む）すべてが
研究発表を行うことで成果発表会を兼ねる

こととした。なお本研究会は従来 2013 年 3
月に実施される予定であったが、沙漠誌分科
会の運営上の都合により、年度を越えての実
施となった。 
また本研究会での各報告者の報告内容は、

2013 年度中に『沙漠研究』誌上に論文として
掲載される予定である。 
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